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基本方針の策定に向けた進め方について

2

令和５年１１月６日 議員協議会

１２月18日 県・市の連携推進会議

26日 外部有識者会議

令和６年 ２月１日 議員協議会

８日 外部有識者会議

中旬 県・市の連携推進会議

４月中旬 外部有識者会議

５月中旬 議員協議会

６月 基本方針策定（予定）

第２回

第３回

基本理念，基本的機能，
設置・運営の考え方，施設整備のコンセプト

組織・職員体制，候補地の考え方
人材確保・育成や整備等に係る工程表

第４回

基本方針のとりまとめ



【今回のポイント】

① 人材の確保・育成に係る考え方について

② 候補地の選定に係る考え方について



目 次

１ 基本方針の位置づけ等

５ 候補地の考え方
２ 基本方針の構成

４ 人材の確保・育成

３ 組織・職員体制
６ まとめ

７ 今後のスケジュール

（１）基本方針の位置付け

（２）基本的な考え方

（１）組織・職員体制に係る検討事項

（２）公権力を伴う介入と寄り添い型の支援の

組織区分について

（３）組織体制について

（４）組織体制の考え方

（５）職員体制について

（６）職員体制の考え方

（１）候補地に係る検討事項

（２）児童相談所の管轄区域に関する政令

（３）候補地の選定に係る考え方

（１）人材確保・育成や整備等に係る工程表

（２）基本方針と基本計画の内容

（１）基本方針として整理すべき項目

（１）人材の確保・育成に係る考え方



１ 基本方針の位置づけ等



１．基本方針の位置づけ等
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⑴ 基本方針の位置づけ

本市の子ども行政を取り巻く課題や地域特性を踏まえ，本市が独自の児童相談所を設置する

ための基本的な考え方を示すものであり，本市児童相談所の設置及び基本計画の策定に向けた

依るべき指針とする。

基本方針

本市児童相談所の設置及び
基本計画策定に向けた依るべき指針

基本計画

基本方針をもとに，本市児童相談所の
設置に係るより具体的な計画を示すもの

⑵ 基本的な考え方

他都市の事例や本市の地域特性（子育て支援に係る地域拠点や子ども発達センターの整備等
の概成状況など）のほか，議会や外部有識者等の意見を踏まえながら，効果的かつ効率的で，
実効性の高い基本方針を策定する。



２ 基本方針の構成



２．基本方針の構成
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項目 内容

⑴基本理念
・目指すべき姿
（「（仮称）子どもを守る都市宣言」と整合を図る）

⑵基本的機能
・国の示す基本的機能（相談機能等）
・一時保護所の有無

⑶設置・運営の考え方
・本市児童相談所が担う役割
・多機関との連携体制

⑷施設整備に関するコンセプト ・施設整備のコンセプト

⑸組織・職員体制 ・組織体系や職員配置等に係る考え方

⑹人材の確保・育成 ・人材の確保・育成に係る考え方

⑺候補地の考え方 ・施設の設置場所に係る条件（交通面等）の整理

⑴基本方針として整理すべき項目



３ 組織・職員体制



・ 組織・職員体制に係る考え方

・ 具体的な組織構成及び

職員配置（人数，任用形態，委託等）について整理
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基本計画の中で
今後検討

基本方針に反映

３．組織・職員体制

⑴ 組織・職員体制に係る検討事項



３．組織・職員体制

⑵ 公権力を伴う介入と寄り添い型の支援の組織区分について

在宅指導

一時保護

11

こども
家庭センター等

児童相談所

地域子育て相談
(子育てサロン等)

母子保健
（総合相談・乳幼児健診）

地域に密着した相談機関
（子どもの日常生活や健康

管理等）

児童福祉
（要支援児童や
妊産婦等への支援）

連携

連携

近

本市が設置することによ
る強みを生かし，子どもを
守り・育てる支援を一体的
に実施する。

市の組織として一体的に連携

地
域
性

寄り添い型の支援

公権力を伴う介入

こども家庭センターを中核と
し，市民に近い各拠点や相談機
関などと連携する。

介入と支援の組織を区分し，
役割に応じ，迅速かつ適切に対
応できる体制を構築する。



凡例：各部門の業務について，囲み線の色で区別
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３．組織・職員体制

⑶ 組織体制について

【児童相談所における相談援助活動の流れ】

（所長決裁）
・相談 ・面接受付
・通告 ・電話受付
・送致 ・文書受付 保護／観察／指導

相談の受付

調 査

一時保護

医学診断

社会診断

心理診断

その他の診断

行動診断

（結果報告，方針の再検討）

（受理，判定，援助方針会議）

援 助 の 実 行

援 助 の 終 結 ・ 変 更

判 定
（判定会議）

都道府県児童福祉審議会

援助内容の
決定

援助方針
会議

（意見照会） （意見具申）

（所長決裁）

（子ども，保護者，関係機関等への継続的援助）

受理会議

相談・措置部門 判定・指導部門 一時保護部門

出典：児童相談所運営指針（厚生省児童家庭局）

児童福祉司等35名 児童心理司等14名 児童指導員等33名

※ 港区（人口：259,853人）における各部門の主な職種及び人数



３．組織・職員体制
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⑶ 組織体制について
児童福祉法等に基づく「児童相談所運営指針」において，児童相談所の組織は，４つの部門

を置くことを標準としている。

部門 各部門の業務分担

総務部門
・施設の維持管理に関すること ・全体事業の企画及び職員の研修に関すること
・一時保護している子どもの所持品の引取り，保管及び処分に関すること など

相談・措置部門
・相談の受付 ・受理会議の実施とその結果の対応 ・通告等への初動対応
・援助方針会議の実施とその結果の対応 ・措置※事務，措置中の状況把握 など

※ 児童養護施設や里親への委託

判定・指導部門
・調査・社会診断，医学診断，心理診断等及び指導 ・判定会議の実施等
・判定に基づく援助指針の立案 ・療育手帳，各種証明書等 など

一時保護部門
・一時保護施設で行う一時保護の実施 ・観察会議の実施とその結果の対応
・一時保護している子どもの保護，生活指導，行動観察及び行動診断 など



３．組織・職員体制
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児童相談所機能と市町村機能について

子どもの安全確保を最優先としながら，保護者との信頼関係を築きつつ，子どもとその保

護者に対する効果的な支援を行うため，「公権力を伴う介入」と「寄り添い型の支援」につい

て，役割に応じた権限と責任の下，迅速かつ適切に対応できる体制を構築する。

組織体制について

本市が設置する効果を最大限発揮できる組織体制とするため，国の指針や，他都市の事例を

踏まえ，総務部門，相談・措置部門，判定・指導部門，一時保護部門の４部門を主とした組織

の構成を基本とする。

⑷ 組織体制の考え方

・こども家庭センター
・子ども発達センター
・教育委員会 など

市の組織として
一体的に連携

児童相談所機能 市町村機能

総務部門

判定・指導部門 一時保護部門

相談・措置部門



【新たな虐待防止対策体制総合強化プラン】（厚生労働省 2022年12月）

児童相談所の体制強化のため，以下のとおり専門職を増員する。

・ 児童福祉司 → 令和６年度までに，現状より約１.２倍に増員

・ 児童心理司 → 令和８年度までに，現状より約１.４倍に増員

【児童相談所設置に必要な専門職】

① 児童相談所

児童福祉司，児童福祉司ＳＶ，里親養育支援児童福祉司，

児童心理司，児童心理司ＳＶ，相談員，医師，保健師，弁護士

② 一時保護所

児童指導員，保育士，看護師，心理療法担当職員，医師，栄養士，調理員

上記については，児童相談所運営指針において配置人員数が定められている。

※ 各職種の配置基準については，参考 「各職種の配置基準」に記載
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３．組織・職員体制

⑸ 職員体制について



３．組織・職員体制
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・ 児童相談所運営指針における配置基準を満たす児童福祉司や児童心理司等の専門職員数を

確保する。

・ 本市では，国と同様に児童虐待相談対応件数が増加傾向にあることを踏まえ，子どもや

子育て家庭に対し，よりきめ細かな支援を実施できるよう，国の「新たな虐待防止対策体制

総合強化プラン」を踏まえた専門職員数の配置について，他都市の事例や外部有識者等の

意見を参考としながら，検討を進めていく。

・ また，他都市においては，子どもの状況や特性，学力に配慮するため，学習指導を担う

教員ＯＢ等を配置しているほか，虐待対応における介入をより円滑に行えるよう，警察官の

配置等を行っている状況にあり，本市においても，その配置について検討する。

※ 一時保護所においては，運営業務の全部委託や一部委託（食事の提供，清掃，洗濯等）も

含めて，検討していく。

⑹ 職員体制の考え方

上記に加えて



４ 人材の確保・育成



４．人材の確保・育成
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① 人材の確保に係る考え方

・ 心理士や社会福祉士等の専門職については，自治体や医療機関等のニーズも高く，確保が

難しい状況等にあることから，大学等の関係機関に働きかけを行いながら，計画的な採用により，

開設時期までに確実に必要人員を確保していく。

・ 児童福祉司ＳＶなど，豊富な知識や経験を必要とし，確保が困難な職種については，他都市の

事例を踏まえ，任期付採用の活用などの選択肢も含めて，早期から確保策を講じていく。

⑴ 人材の確保・育成に係る考え方
本市児童相談所の設置当初から，その効果を最大限発揮し，専門性の高い業務を円滑に運営

していくため，早期より，計画的な確保・育成に取り組む。

ポイント①



４．人材の確保・育成
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⑴ 人材の確保・育成に係る考え方
本市児童相談所の設置当初から，その効果を最大限発揮し，専門性の高い業務を円滑に運営

していくため，早期より，計画的な確保・育成に取り組む。

② 人材の育成に係る考え方

・ 県との人事交流に加え，他自治体の児童相談所への派遣研修も活用するなど，早期から，

計画的に職員の育成を図っていく。

・ また，県等への派遣に加えて，本市の児童福祉に関連する部署に配置し，継続的な育成を

図っていく。

・ 児童相談所開設後も，継続して職員研修等を実施し，高い専門性を保持しながら様々な事案に

対応できるよう努めていく。

【参考：他都市の事例】
奈良市は開設の４年前から，港区は開設の９年前から派遣研修を実施している。

⇒ 中長期的な視点に基づく計画的な人材の育成が必要である。

ポイント①



５ 候補地の考え方



・ 候補地の選定に係る考え方

・ 具体的な候補地の選定
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基本計画の中で
今後検討

基本方針に反映

５．候補地の考え方

⑴ 候補地に係る検討事項



５．候補地の考え方
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⑵ 児童相談所の管轄区域に関する政令

【児童福祉法施行令第一条の三第三項】

管轄区域における交通事情からみて，法第二十五条第一項の規定による通告を受けた場合そ

の他緊急の必要がある場合において，速やかに当該通告を受けた児童の保護その他の対応を行

う上で支障がないこと。



５．候補地の考え方
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【比較評価の項目（案） 】

児童相談所を設置する土地については，以下の項目により評価し，最も適している場所とする。

・ 緊急時の迅速性

→ 幹線道路付近であるなど，通告等に対し，迅速な対応が可能な場所であるか。

・ 市民の利便性

→ 自家用車のほか，公共交通機関による来所も想定したアクセス性の良い場所であるか。

・ 候補地の規模

→ 複合施設化や職員数等を踏まえた施設規模を考慮し，建設やリプレイスが可能な土地の

面積が確保できるか。（先進都市の敷地面積は，約3,000㎡～約18,000㎡）

・ 土地の安全性

→ 災害時において，被害リスクが低いところであるか。

・ 他機関との連携

→ 他機関（警察署など）と連携を図る上で，アクセス性の良い場所であるか。

・ 保護した子どもへの配慮

→ 子どもが過ごす環境として落ち着いた雰囲気であるか。

⑶ 候補地の選定に係る考え方
ポイント②



６ まとめ



６．まとめ
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～６年前 ５年前 ４年前 ３年前 ２年前 １年前 開設～

人材の確保・育成

施設整備 施設整備 準備実施設計基本設計土地選定

⑴ 人材確保・育成や整備に係る工程表

県：派遣研修，人材受入，合同研修・勉強会等の実施

他自治体：派遣研修

庁内：子ども部をはじめとする保健・福祉関連の部署に配置

職員採用



６．まとめ
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⑵ 基本方針と基本計画の内容

基本方針

組織・職員体制の
考え方

土地の選定に
係る考え方

人材の確保・育成の
考え方

基本計画

具体的な組織構成及び
職員配置について整理

具体的な候補地の選定
人材の確保・育成に係る
具体策とスケジュール



７ 今後のスケジュール



７．今後のスケジュール（再掲）
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令和５年１１月６日 議員協議会

１２月18日 県・市の連携推進会議

26日 外部有識者会議

令和６年 ２月１日 議員協議会

８日 外部有識者会議

中旬 県・市の連携推進会議

４月中旬 外部有識者会議

５月中旬 議員協議会

６月 基本方針策定（予定）

第２回

第３回

基本理念，基本的機能，
設置・運営の考え方，施設整備のコンセプト

組織・職員体制，候補地の考え方
人材確保・育成や整備等に係る工程表

第４回

基本方針のとりまとめ


